
   ならしのこどもを守る地域ネットワーク設置要綱  

平成２０年３月３１日告示第７０号  

改正  平成２４年３月３０日告示第９９号  

改正  平成２８年５月２日告示第１１１号  

改正  平成３０年４月１７日告示第１１２号  

改正  平成３１年３月７日告示第５４号  

改正  令和２年３月２７日告示第８１号  

                 改正  令和６年３月２９日告示第８７号  

 （設置 ） 

第 １条  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号 。以下 「法 」という。）第２５条

の２第１項に基づき、地域における要保護児童（法第６条の３第８項に規定

する要保護児童をいう。以下同じ。）の早期発見及び子ども虐待等の防止

並びに適切な保護又は要支援児童 （法第６条の３第５項に規定する要支

援児童をいう。以下同じ。）若 しくは特定妊婦 （法第６条の３第５項に規定

する特定妊婦をいう。以下同じ。）への適切な支援を図るため関係機関 、

関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者（

以下「関係機関等」という。）が連携し、要保護児童若しくは要支援児童及

びその保護者又は特定妊婦（以下「要保護児童等」という。）に対し適切な

支援を図るため、要保護児童対策地域協議会を設置する。 

  （平２４告示９９・一部改正） 

（名称 ） 

第 ２条  要保護児童対策地域協議会の名称は、ならしのこどもを守る地域ネ

ットワーク（以下「ネットワーク」という。）とする。 

（業務 ） 

第 ３条  ネットワークは、法第２５条の２第２項に規定するもののほか、次に掲

げる業務を行う。 

(１)  児童虐待について情報交換並びに関係機関の連携及び協力に関す

ること。 

(２) 児童虐待防止に関する広報・啓発活動に関すること。 

(３) その他ネットワークの設置目的を達成するために必要な活動  



（構成 ） 

第４条  ネットワークは、別表第１に掲げる関係機関により構成する。 

２ ネットワークに会長及び副会長を各 1 名置き、会長は代表者会議の委員

の互選により定める。 

３ 会長は、ネットワークを代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

５ 会長は、必要に応じ、関係機関・団体の代表者等の出席を求めることがで

きる。 

（組織等） 

第５条  ネットワークは、代表者会議及び実務者会議並びに個別支援会議に

よって組織する。 

（代表者会議） 

第 ６条  代表者会議は、ネットワークの構成機関等を代表する者又は代表者

から推薦された者若しくは推薦された職にある者をもって構成し、実務者会

議が円滑に機能するよう環境整備を行 うため、次に掲げる事項を協議す

る。 

(１) 要保護児童等の支援についてネットワーク全体に関すること。 

(２) ネットワークの年間の活動方針の策定に関すること。 

(３) 児童虐待防止対策を推進するための啓発活動に関すること。 

(４) その他ネットワークの設置目的を達成するために必要な事項  

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 代表者のうち各機関の役職にあるものについては、その職にある期間とす

る。 

５ 代表者会議は、会長が招集し、議長となる。 

６ 委員が代表者会議に出席することができない場合は代理の者が出席する

ことができる。 

  （平２４告示９９・一部改正） 

（実務者会議） 



第７条  実務者会議は、ネットワークの構成機関のうち別表第２に掲げる各課

及び組織の長又は各課及び組織の長から指名された者で構成し、要保護

児童等の総合的な把握を行い、児童虐待防止対策及び要保護児童等の

支援対策の充実を図るため、次に掲げる事項を協議する。 

(１) 要保護児童等の実態把握及び情報交換に関すること。 

(２) 要保護児童等の支援及び支援計画に関すること。 

(３) その他実務者会議の設置目的を達成するために必要な事項  

２ 実務者会議に座長及び副座長を置き、座長はこども部長、副座長は子育

て支援課長の職にある者をもって充てる。 

３ 実務者会議は、座長が必要に応じて招集し、座長がこれを主宰する。 

４ 座長は、特に必要であると認めるときは、別表第１に定める関係機関の所

属職員を実務者会議に召集することができる。 

５ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは

その職務を代理する。 

  （平２４告示９９・一部改正） 

（個別支援会議） 

第 ８条  個別支援会議は、個別の要保護児童等について別表第１に掲げる

関係機関のうち直接かかわりを有する担当者等で構成し、個別の要保護

児童等に関する具体的な支援内容を検討するため必要に応じて開催し、

次に掲げる事項を協議する。 

(１) 要保護児童等の状況の把握及び問題点の確認に関すること。 

(２) 要保護児童等に係る援助及び支援計画の検討に関すること。 

(３) 要保護児童等に対する支援方法の確立及び担当者の役割分担の決

定並びにこれらについて担当者間の共通の認識の確保に関すること。 

(４)  前各号に掲げるもののほか、個別支援会議の設置目的を達成するた

めに必要な事項  

（要保護児童対策調整機関の指定） 

第 ９条  市長は、法第２５条の２第４項の規定により要保護児童対策調整機

関（以下 「調整機関 」という。）として、習志野市こども部子育て支援課を指

定する。 



（要保護児童対策調整機関の業務） 

第１０条  調整機関の業務は、おおむね次に掲げるとおりとする。 

(１) ネットワークの事務の総括及び庶務に関すること。 

(２)  要保護児童等に対する支援の実施状況の把握及び関係機関等との

連絡調整に関すること。 

（関係機関等への協力要請） 

第１１条  ネットワークは、法第２５条の３の規定によりネットワークの運営目的

を効果的に達成するために必要があると認めるときは、ネットワークの構成

機関以外の関係機関等に協力を要請し、意見を徴収することができる。 

２ ネットワークは、個人情報の保護に配慮しなければならない。 

（守秘義務） 

第 １２条  ネットワークの構成員及び協力要請を受けた関係機関等は、正当

な理由なくネットワークの職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

また、その職を退いた後も同様とする。 

（補則 ） 

第 １３条  この要綱に定めるもののほか、ネットワークの運営に関し必要な事

項は、それぞれの会議に諮って別に定める。 

附  則  

この要綱は、公示の日から施行する。 

附  則 （平成２４年３月３０日告示第９９号 ） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附  則 （平成２８年５月２日告示第１１１号 ） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附  則 （平成３０年４月１７日告示第１１２号 ） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附  則 (平成３１年３月７日告示第５４号 ) 

この告示は、公示の日から施行する。 



別表第１（第４条第１項、第７条第４項 ）（平 ２４告示９９・一部改正）（平２８告

示１１１・一部改正）（平３０告示１１２・一部改正）(平３１告示５４・一部改正 ) 

(令 ２告示８１・一部改正  )（令 ６告示８７・一部改正） 

 

国又は地方公共団体の機

関  

(法第２５条の５第１号 ) 

 

千葉県中央児童相談所  

千葉県習志野健康福祉センター 

千葉県警察本部  

習志野市協働経済部  

習志野市健康福祉部  

習志野市こども部  

習志野市教育委員会学校教育部  

習志野市立小・中学校長会  

習志野市消防本部  警防課  

法人等  

(法第２５条の５第２号 ) 

習志野市医師会  

習志野市歯科医師会  

習志野市社会福祉協議会  

習志野市私立幼稚園・認定こども園協会  

弁護士  

その他関係機関  

(法第２５条の５第３号 ) 

中核地域生活支援センター 

習志野市民生委員児童委員協議会  

千葉人権擁護委員協議会 (習志野支部会 ) 



別表第２（第７条第１項 ）（平 ２４告示９９・一部改正 ）（平 ２８告示１１１・一部

改正）（平３０告示１１２・一部改正）(平３１告示５４・一部改正 )(令 ２告示８１・

一部改正 )（令６告示８７・一部改正） 

中央児童相談所  調査課（児童福祉司） 

千葉県警察本部  
京葉地区少年センター 

習志野警察署生活安全課  

協働経済部  多様性社会推進課  

健康福祉部  

健康支援課  

生活相談課  

障がい福祉課  

学校教育部  

指導課  

総合教育センター 

市立小・中学校長会  

青少年センター 

こども部  

こども部（部長） 

こども保育課  

市立幼稚園・こども園長会  

市立保育所長会  

子育て支援課  

児童育成課  

ひまわり発達相談センター 

 


